
（平成２３年７月６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認旭川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

 

  

旭川国民年金 事案591 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成11年４月から13年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年７月から４年２月まで 

② 平成11年４月から13年３月まで 

私は、平成３年６月30日に勤務していた病院を辞め、Ａ大学附属病院

の非常勤医師となったので、同年７月１日から国民年金被保険者となっ

た。  

申立期間①の国民年金保険料は、送付された納付書をＢ郵便局に持っ

て行き、現金で納付した。 

申立期間②の国民年金保険料は、送付された納付書で納付しており、

確定申告書の写しに国民年金保険料の金額が記載されていることから、

納付したことは間違いない。 

申立期間の国民年金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人は、送付された納付書で国民年金保険料

を納付していたと主張しており、申立期間②の保険料を納付していたこ

とを示す資料として、平成11年分から13年分までの確定申告書の写しを

提出しているところ、当該確定申告書の写しに記載されている社会保険

料控除金額に含まれている国民年金保険料額は平成11年度及び12年度の

国民年金保険料額と一致している。 

また、申立人が当時加入していたＣ国民健康保険組合では、「申立人

の保険料月額については、平成11年度は17,000円、12年度は18,700円で

あり、確定申告書には１年分の保険料が記載されるが、事業所によって

は、事業所と医師が保険料を折半している例もある。」と述べていると



 

 

  

ころ、当該確定申告書の写しに記載されている社会保険料控除の国民健

康保険料額は、平成11年分は６か月分の保険料、12年分は６か月分の保

険料及び40歳からの８か月分の介護保険料を合算した金額と一致してお

り、当該確定申告書の写しに不合理な点は見受けられないことから、申

立人は、申立期間②の国民年金保険料を納付していたと考えるのが自然

である。 

２ 一方、申立期間①について、申立人は、平成３年７月から国民年金被

保険者となり、送付された納付書で国民年金保険料を納付したと主張し

ているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払

出簿から、６年４月１日に払い出されていることが確認でき、その時点

では、申立期間①の保険料は時効により納付することができない上、別

の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

また、Ｄ市の国民年金被保険者名簿から、申立期間①の直後である平

成４年３月から５年３月までの国民年金保険料が、６年４月に過年度納

付されていることが確認できることから、申立人は、国民年金手帳記号

番号の払出しを受けた同年４月から保険料の納付を開始したと考えられ

る。 

さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料は無く、ほかに申立人が申立期間①の保険料を納付してい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、平成11年４月から13年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

  

旭川国民年金 事案592 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和48年４月から49年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正する必要がある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和45年１月から47年12月まで 

② 昭和48年４月から49年３月まで 

    私は、申立期間当時、父親の経営する農業に従事しており、父親から

は、20歳になる前に国民年金の加入手続を行い、Ａ農業協同組合（現在

は、Ｂ農業協同組合）の組合員勘定から、私の分を含めて、両親の分の

国民年金保険料と一緒に納付していたと聞いていた。 

    また、私は、昭和47年３月に婚姻したが、それ以降、妻の国民年金保

険料も両親及び私の分と一緒に納付していたが、妻の保険料に未納は無

く、私だけの保険料が未納となっていることが理解できない。 

申立期間の国民年金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の父親が、申立人の分を含めて、申立人の両親の分の

国民年金保険料を農業協同組合の組合員勘定で納付していたと主張してい

るが、申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金

手帳記号番号払出簿から、昭和50年４月26日に払い出されていることが確

認でき、その時点では、当該期間は時効により保険料を納付することがで

きない期間である上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金への加入手続及び国民年金保険料の納付を行っ

たとする申立人の父親は既に亡くなっていることから、申立期間①の加入

状況及び納付状況を確認することができない。 

一方、申立期間②について、国民年金被保険者台帳及びＣ市の国民年金



 

 

  

被保険者名簿から、申立期間②の直前の期間である昭和48年１月から同年

３月までの保険料は50年５月６日に、直後の期間である昭和49年度の保険

料は50年３月に納付されていることが確認できる上、申立人の国民年金手

帳記号番号の払出しは同年４月に行われていることから、申立人は国民年

金保険料の納付を行うために、国民年金の加入手続を行ったと考えるのが

自然であり、申立人が申立期間②の前後の保険料を納付していながら、申

立期間②の保険料のみを未納のままにしていたとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和48年４月から49年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 

 



旭川厚生年金 事案856 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和45年６月１日から同年10月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失日に係る記録を同年

10月１日とし、当該期間の標準報酬月額を３万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和45年６月１日から46年４月１日まで 

    Ａ株式会社には、昭和41年に入社し、46年４月に株式会社Ｂに移るまで

勤務していたのに、厚生年金保険の加入記録が45年６月１日までしかない

のはおかしい。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録（昭和42年６月19日取得から45年９月30日離職まで）

から、申立人は、申立期間のうち、昭和45年９月30日までＡ株式会社に勤務

していたことが認められる。 

   また、Ａ株式会社は昭和45年10月１日に厚生年金保険の適用事業所ではな

くなっているが、健康保険厚生年金保険被保険者原票によれば、申立人は、

Ａ株式会社での厚生年金保険被保険者資格を同年６月１日に喪失し、同社の

同族会社と考えられる株式会社Ｂにおいて、同社が厚生年金保険の適用事業

所となった46年４月１日に被保険者資格を取得している記録となっていると

ころ、申立人と同様にＡ株式会社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

た後に、株式会社Ｂで申立人と同日に被保険者資格を取得している同僚３人

には、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった45年10月１日

まで、同社での厚生年金保険の加入記録が確認できる。 

さらに、前述の同僚３人のうち一人は、「株式会社Ｂに移るまでは、ずっ



とＡ株式会社で働いていた。（申立人も）同じように、ずっと一緒に働いて

いた。自分の（厚生年金保険の）加入記録が10月まであるなら、（申立人

も）同じようにあるはずだ。」と証言している。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間のうち昭和45年６月１日から同年10月１日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   また、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人に係るＡ株式会社

の健康保険厚生年金保険被保険者原票の昭和45年５月の記録から、３万円と

することが妥当である。 

   なお、当該期間の申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ株式会社は平成10年６月30日に解散しており、当時の事業主は既

に死亡している上、連絡の取れた取締役は、「確認できる資料は無く、申立

てどおりの届出を行い、申立期間に係る保険料を納付していたかについては

不明。」と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料の徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和45年10月１日から46年４月１日までの期間に

ついては、Ａ株式会社は45年10日１日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっている上、同日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、申立期間にお

いて申立人と一緒に勤務していたとする前述の同僚からは、「株式会社Ｂに

移るまでの半年間くらいは、当時の社長から現金で給与をもらっていたの

で、厚生年金保険料は控除されていなかったと思う。」との証言を得てい

る。 

このほか、申立人の当該期間に係る給与から厚生年金保険料を控除されて

いたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



旭川厚生年金 事案 857    

          

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたものと認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日に係る記録を平成２年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 17

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年３月 31日から同年４月１日まで 

申立期間当時、Ａ株式会社の常務と退職の話をした折に、平成２年３月

いっぱいまで勤めることになったと記憶している。 

Ａ株式会社での厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、平成２年３月 31

日となっているが、同月 31 日まで働いたと記憶しているので、申立期間

について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の加入記録（平成元年２月８日取得から２年３月 31 日離

職まで）から、申立人が、申立期間においてＡ株式会社に勤務していたこと

が確認できる。 

また、Ａ株式会社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日が月の初日

（１日）となっている同僚のうち、雇用保険の加入記録を確認できた二人の

離職日はその前月末日となっている。 

さらに、Ａ株式会社を継承した株式会社Ｂは、「当時の資料は残っていな

い。退職日が月末の土曜日又は日曜日だった場合の社会保険関係の事務処理

については、翌月１日が資格喪失日となる。」と回答していることを踏まえ

ると、Ａ株式会社において、申立人に係る厚生年金保険の資格喪失に係る事

務手続が適切になされなかったものと考えられる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、申



立人は、申立期間において厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社における

平成２年２月のオンライン記録から、17万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間の申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、株式会社Ｂは、当時の資料が無いことから確認できず不明と回答し

ているが、事業主が資格喪失日を平成２年４月１日と届け出たにもかかわら

ず、社会保険事務所（当時）がこれを同年３月 31 日と誤って記録すること

は考え難いことから、事業主が同日を申立人の資格喪失日として届け、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告

知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



旭川厚生年金 事案858   

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和22年12月１日から23年11月１日まで 

             ② 昭和27年１月１日から33年３月１日まで 

年金の受給手続をした際に、株式会社Ａ（申立期間①）及び株式会社Ｂ

（申立期間②）に係る厚生年金保険の加入期間は、脱退手当金として支給

されていると聞かされた。 

しかし、脱退手当金を受給した記憶は無いので記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするところ、申立期間①と②の間にあるＣ事業所及び

Ｄ株式会社に係る被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、

未請求となっているが、これを失念するとは考え難い上、厚生年金保険被保

険者台帳によれば、未請求期間となっている被保険者期間と申立期間である

２回の被保険者期間は同一番号で管理されているにもかかわらず、支給され

ていない期間として存在している。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳には、申立期間①と②の間

に勤務していたＣ事業所及びＤ株式会社における厚生年金保険の被保険者期

間、並びに申立期間②に係る株式会社Ｂでの昭和32年９月30日現在までの被

保険者期間が記録されているにもかかわらず、Ｃ事業所とＤ株式会社での被

保険者期間が、脱退手当金の計算の基礎とされておらず、未請求期間となっ

ており、事務処理上不自然である。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、全て

の申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



 

 

  

旭川国民年金 事案593 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和41年４月から42年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年４月から42年３月まで 

高校を卒業後、Ａ業務見習いとして働いていたが、国民年金保険料は

自分の両親が納付していたと思う。 

両親も既に亡くなっており、当時のことを知っている者は誰もいない

が、自分の国民年金保険料は全て完納していると思っていたので、申立

期間の保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の両親が申立期間の国民年金保険料を納付していたと

主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期は、前後の任

意加入者の資格取得日及び保険料納付開始日から、昭和44年４月から同年

５月までの間と推認でき、その時点では、申立期間の大部分又は全部の期

間の保険料は時効により納付することができない上、別の国民年金手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、国民年金への加入手続及び国民年金保険料の納付につ

いて、「覚えていない。」と述べている上、申立人の保険料の納付を行っ

ていたとする申立人の両親は、既に亡くなっていることから、申立人の国

民年金への加入手続及び保険料の納付状況を確認することができない。 

加えて、申立人の両親が申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに両親が申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



旭川厚生年金 事案 859 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月１日から 40年１月６日まで 

             ② 昭和 40年７月１日から 41年３月１日まで 

             ③ 昭和 42年 11月 25日から 55年５月１日まで 

             ④ 昭和 59年 10月 26日から 63年７月１日まで 

申立期間①について、有限会社Ａに知人の紹介で昭和 36 年４月に入社し

たが、厚生年金保険の加入記録は 40 年１月６日からとなっており納得でき

ない。 

申立期間②について、有限会社Ａの同僚がＢ株式会社を立ち上げることに

なり、昭和 41 年３月にＢ株式会社に入社するまで有限会社Ａに継続して勤

務していたのに、厚生年金保険の加入記録は 40 年７月１日までとなってお

り納得できない。 

申立期間③について、Ｂ株式会社には、昭和 55年４月まで継続して勤務

していたのに、厚生年金保険の加入記録は 42年 11月 25日までとなってお

り納得できない。 

申立期間④について、Ｃ有限会社には、Ｂ株式会社に商品を納入していた

会社の社長の紹介で友人と二人で入社したのに、同社での厚生年金保険の加

入記録が無く納得できない。 

    全ての申立期間について、厚生年金保険に加入していたと考えていたので、

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、同僚の証言から、期間は特定できないものの、申立人

が有限会社Ａに厚生年金保険の加入記録のある昭和 40 年１月６日より前の期

間から勤務していたことはうかがえる。 



   しかしながら、適用事業所名簿によれば、有限会社Ａが厚生年金保険の適用

事業所となったのは昭和 38年 11月１日であり、同日より前の期間において、

同社が厚生年金保険の適用事業所となった記録は見当たらない。 

   また、申立人は先輩の同僚二人の名前を記憶していたが、このうち一人には

昭和 38年４月１日まで、別の一人には同年 12月 29日までの前職の厚生年金

保険の加入記録が確認できることから、申立人が同年 12月 29日以前から有限

会社Ａで勤務していたとは考え難い。 

   さらに、申立人と同日に厚生年金保険被保険者資格を取得した記録となって

いる同僚及び別の同僚の二人からは、自身の入社時期と厚生年金保険の資格取

得日は一致していない旨の回答を得ていることから、有限会社Ａでは、従業員

全員を入社後すぐに厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったものと考

えられる。 

   申立期間②について、同僚の証言から、申立人が、申立期間②において有限

会社Ａに継続して勤務していたことはうかがえる。 

   しかしながら、適用事業所名簿によれば、有限会社Ａは昭和 40 年７月１日

に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、同日より後の期間において、

同社が厚生年金保険の適用事業所となった記録は見当たらない。 

   また、連絡の取れた同僚は、昭和 40 年７月１日より後の期間においても、

有限会社Ａに勤務し給与から厚生年金保険料が控除されていたと回答してい

るものの、保険料が控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は所

持していない。 

   さらに、当時の事業主は居所不明であり、申立人の勤務実態及び当時の厚生

年金保険の適用状況等を確認できない。 

   申立期間③について、同僚の証言から、期間は特定できないものの、申立人

がＢ株式会社に継続して勤務していたことはうかがえる。 

   しかしながら、適用事業所名簿によれば、Ｂ株式会社は昭和 42 年 11 月 25

日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、同日より後の期間におい

て、同社が厚生年金保険の適用事業所となった記録は見当たらない。 

   また、Ｂ株式会社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日に厚生年金

保険の被保険者資格を喪失している者が申立人を含め６人確認できるところ、

このうち連絡の取れた一人は、「昭和 43年頃まで勤務していたと思うが、適用

事業所ではなくなった後の期間において、厚生年金保険料を給与から控除され

ていたかは分からない。」としている上、当時の事業主は、「当時のことは分か

らない。」と回答していることから、申立人の申立内容を裏付ける証言等を得

ることはできない。 

   申立期間④について、社会保険事務所（当時）の記録では「Ｃ有限会社」が

厚生年金保険の適用事業所であった記録は見当たらない。 

   また、当該事業所と事業所名称が類似する有限会社Ｃに係る商業登記簿謄本



は確認できるものの、同社の所在地及び事業主の氏名は申立人の記憶とは相違

している上、申立人は、一緒に入社したとする同僚についても名字しか記憶し

ておらず、当該同僚を特定できないことから、申立人の勤務実態等について確

認できない。 

   さらに、申立期間④当時、申立事業所とは別の事業所での雇用保険の加入記

録（昭和 61 年５月 18 日取得から同年 12 月 13 日離職まで、62 年６月２日取

得から同年 12月 30日離職まで、63年６月１日取得から同年 10月８日離職ま

で）が確認できるが、当該事業所が、当時、厚生年金保険の適用事業所となっ

た記録は見当たらない。 

このほか、全ての申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として全ての申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



旭川厚生年金 事案 860 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年 11月 25日から 30年４月 10日まで 

    Ａ株式会社は、父親が経営者であり、昭和 25年 12月１日に専務として入

社してから 43年９月２日まで継続して勤務していた。 

    申立期間も厚生年金保険に加入していたはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   商業登記簿謄本及び複数の同僚の証言から、申立人は、申立期間当時、Ａ株

式会社に役員（代表取締役）として勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば申立人のＡ株式

会社における厚生年金保険の加入記録は、昭和 25 年 12 月１日取得から 26 年

11月 25日喪失まで、及び 30年４月 10日取得から 43年９月４日喪失までと記

録されているところ、申立人は、申立期間においても継続して同社で厚生年金

保険被保険者として勤務していたと主張しているが、申立人と同様に同社の代

表取締役であった申立人の父親が、申立人と同日の 26 年 11 月 25 日に厚生年

金保険被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

また、申立期間後の昭和 30 年５月１日にＡ株式会社で厚生年金保険被保険

者資格を取得して、経理・総務事務を担当していた同僚は、「昭和 30 年４月

の申立人の厚生年金保険の被保険者資格取得届は、私が入社した当時、前任者

の事務を引き継いで、書類を書いた記憶がある。」と回答している。 

さらに、Ａ株式会社は、昭和 48 年９月１日で厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっている上、最終の代表取締役は、「申立期間に係る書類は保管して

いない。」と回答していることから、申立期間当時の申立人に係る厚生年金保

険の適用状況等について、確認することはできなかった。 

加えて、申立期間当時のＡ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名



簿の整理番号に欠番も無いことから、社会保険事務所（当時）において申立人

の記録が欠落したとは考え難く、このほか、申立人の申立期間における厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



旭川厚生年金 事案 861 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43年６月 14日から 44年５月７日まで 

② 昭和 44年５月 14日から 45年８月 17日まで 

申立期間①のＡ事業所、及び申立期間②のＢ株式会社（適用事業所名称は、

株式会社Ｃ）で勤務していた期間について、脱退手当金を受給した記録にな

っていることに納得できない。 

脱退手当金を受給したことは無いので、申立期間について記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間②に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手

当金を支給したことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期

間の脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②に係る厚生年金保

険被保険者資格の喪失日（昭和 45年８月 17 日）から約３か月後の昭和 45年

11月 13日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、申立人が脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 
これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするところ、申立期間の前の被保険者期間について

は、その計算の基礎とされておらず、未請求となっているが、この未請求とな

っている被保険者期間については、申立期間とは別の記号番号で管理されてお

り、当該記号番号が統合処理されたのは平成 20 年 11 月 21 日であることが確

認できることから、当該一部未請求となっていることが直ちに不自然であると

までは言えない。 


